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信用組合は、相互扶助の理念に基づき、お互いに支え合うこと
を信頼の証として、組合員一人ひとりが預金として資金を出し
合い、必要なときにその資金で融資を受けられることを使命と
する協同組合組織の金融機関です。

組合員は、それぞれの地域の中小零細事業者や住民、勤労者に
限られています。
つまり信用組合は地域の人々によって組織・運営されている、
相互扶助の精神をいかした地域密着型金融機関です。
（信用組合は非営利の金融機関で、株主のために利益追求する銀
行とは異なる）

※地域の発展・衰退に左右される金融機関
言い換えると・・・地域（地方自治体・地域の中小零細事業
者・地域住民）と運命共同体（当組合の経営の原点）

※結論：信用組合と銀行は地域における役割が異なる
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【設立日】 昭和28年11月26日

【時代背景】 当組合創立当時は、未だ戦後の経済的混乱が収束していな
い中、地方銀行１行だけでは県内の金融仲介機能の発揮が十分
ではないため、大分県の復興のために県下一円を区域とし、
組合員数383名、出資金10,500千円で設立され、営業を開始
しました。
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大分県内一円を営業エリアとし、役職員数449名、３８ヵ店、１センター（本部内の
中小企業支援センター）、１プラザ（ローンプラザ）で営業しています。
第67期（令和元年度）は、預金418,531百万円、貸出金224,584百万円、出資金
13,092百万円（組合員71,338人）となって、業容は順調に推移して、県内第3位の
営業量となっています。
なお、全国145の信用組合の中で11番目の規模となっています。

計40拠点
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【基本理念】 当組合は、地域の皆さまとより親密な会話を交わしながら、
豊かで活力のある暮らしをともに考え、金融サービスの向
上に努め、さらに幅広い活動を通じて地域社会の発展に貢
献します。

【コーポレート
メッセージ】

街へ 暮らしへ 気持ちいっぱい

【行動指針】 《感謝》 私たちは、常に感謝の気持ちをもって、

いつも笑顔でお客さまの声にこたえます。
《創意》 私たちは、お客さまとの対話を大切にし、

得た情報の有効活用に積極的に取り組みます。
《挑戦》 私たちは、仕事に誇りと責任をもち、

常に新たな目標に向かって躍進していきます。
《信用》 私たちは、業務に精通して、

お客さまの信頼にこたえ続けます。
《喜び》 私たちは、お客さまの豊かな暮らしが地域発展

の基盤と考え、お客さまとともに発展すること
を喜びとします。 5



【営業基本方針】 「歩いて、歩いて、歩きまわれ。見て、見て、見まわれ。
聞いて、聞いて、聞きまわれ。そして、お客さまの役に立て。」

当組合の原点である「お客さまとの関係強化」に努め、お客さまを知
り、そのニーズにスピーディーに対応することで、お客さまとの信頼
関係を構築し、お客さまから喜ばれる金融サービスの提供の徹底を図
るため、営業基本方針を策定しました。

【７２時間
ルール】

役職員の健康を重要な経営資源の一つと考え、役職員の健康管理・増
進に積極的に取り組み、組織の活力向上を図り、地域社会の発展に貢
献する趣旨の健康宣言を策定しました。

【健康宣言】

融資相談（顧客ニーズ）に素早く回答し、当組合の信頼につなげる
ことを目的に策定しました。
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「もう一歩の深化を！」

全職員がすべての業務を見直し、もう一歩深めることで、
さらに強い信用組合をつくることを目的に策定しました。

このスローガンにより、さらに地域社会に貢献ができる信
用組合を目指しています。

【経営目標
スローガン】

【地方創生の
推進】

大分県・大分県内全ての市町村や大学などの公的団体と
地方創生に係る包括連携協定や覚書を締結し、協力体制
を構築しました。

現在、健康や観光を中心とした様々な取組みで地域活性
化に注力しています。
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女性職員の職業生活において、その希望に応じて十分に能
力を発揮し、活躍できる環境を整備するための行動計画(平
成28年4月1日から令和3年3月31日までの5年間)を策定しま
した。

目標１ 従来、男性中心であった融資業務、渉外業務等へ
の女性職員の配置を20名に拡大する。

目標２ 従来、男性中心であった職場への女性職員の配置
拡大とそれによる多様な職務経験を付与する。

目標３ 長時間労働の是正等、働き方の見直しを行う。

※平成30年4月、女性管理職を6名登用しました。
※令和2年4月、27名の女性職員を新たに一般職員から指導職と

して登用しました。

【行動計画】

【働き方改革】 残業時間を縮減するため、勤務は原則として１９時まで
としました。
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女性

1 愛知 76.32

2 三重 76.30

～

10 沖縄 75.46

11 新潟 75.44

12 大分 75.38

13 静岡 75.37

14 福井 75.26

15 群馬 75.20

16 山口 75.18

16 石川 75.18

男性

1 山梨 73.21

2 埼玉 73.10

～

33 鳥取 71.69

34 青森 71.64

35 佐賀 71.60

36 大分 71.54

36 福島 71.54

36 岡山 71.54

39 大阪 71.50

40 福岡 71.49

 健康寿命とは健康上に問題のない状態
で日常生活を送る事ができる期間。

 平均寿命との差（不健康な期間）が長
くなれば、多額の医療費が必要となり、
今後地方自治体の財政を圧迫する要因
となる。

平成２８年健康寿命都道府県ランキング

大分県は特に男性の
健康寿命が短い

県が推進する健康寿命日本一の取組みへの支援①
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（単位：百万円）

市町村名
人口

（国勢調査）

平成30年度

国保

特定健診

対象者数

平成30年度

受診者

平成26年度

受診率

平成27年度

受診率

平成28年度

受診率

平成29年度

受診率

平成30年度

受診率

特定健診

受診率順位

平成25年度

国保医療費

平成26年度

国保医療費

平成27年度

国保医療費

平成28年度

国保医療費

平成29年度

国保医療費

大分市 478,335 64,439 24,487 35.2% 35.6% 35.0% 37.4% 38.0% 17 27,427 28,593 29,859 29,625 29,769

別府市 122,193 17,171 7,350 39.6% 44.3% 39.6% 43.1% 42.8% 12 8,818 8,870 9,179 8,525 8,540

中津市 83,967 12,817 4,583 33.1% 34.2% 35.3% 34.8% 35.8% 18 5,328 5,494 5,828 5,572 5,627

日田市 66,526 11,426 4,428 33.9% 39.0% 35.8% 36.1% 38.8% 16 4,741 4,881 5,128 4,946 5,047

佐伯市 72,203 13,681 6,121 37.7% 39.0% 42.3% 43.1% 44.7% 11 6,308 6,225 6,337 6,063 5,892

臼杵市 38,768 6,967 3,371 45.7% 46.5% 48.1% 47.2% 48.4% 7 3,436 3,513 3,487 3,315 3,319

津久見市 17,973 3,208 1,480 41.5% 45.3% 45.7% 44.0% 46.1% 9 1,645 1,729 1,621 1,500 1,503

竹田市 22,342 4,597 2,297 48.6% 50.7% 49.2% 49.0% 50.0% 6 2,090 2,073 2,105 2,039 2,092

豊後高田市 22,868 4,069 2,038 47.6% 49.6% 50.4% 48.1% 50.1% 5 1,844 1,853 1,927 1,732 1,708

杵築市 30,204 5,139 2,629 50.0% 50.9% 51.4% 51.1% 51.2% 4 2,319 2,286 2,391 2,440 2,401

宇佐市 56,277 9,380 3,970 40.6% 41.3% 40.3% 42.3% 42.3% 14 4,059 4,285 4,358 4,158 4,248

豊後大野市 36,598 6,395 2,954 49.2% 48.9% 48.0% 47.9% 46.2% 8 2,977 3,045 3,105 3,038 3,088

由布市 34,276 5,393 2,999 59.2% 57.4% 57.3% 56.3% 55.6% 3 2,413 2,454 2,584 2,468 2,500

国東市 28,650 5,633 3,328 57.7% 58.2% 59.1% 58.6% 59.1% 2 2,356 2,457 2,494 2,362 2,484

姫島村 1,992 567 399 71.2% 68.9% 70.2% 70.5% 70.4% 1 164 184 197 202 207

日出町 28,067 4,227 1,679 42.4% 39.4% 41.2% 41.0% 39.7% 15 1,800 1,900 2,026 1,869 2,015

九重町 9,659 1,997 899 44.5% 44.6% 41.9% 44.2% 45.0% 10 812 913 899 860 819

玖珠町 15,831 2,934 1,246 41.1% 42.4% 40.0% 43.5% 42.5% 13 1,308 1,334 1,423 1,319 1,399

大分県合計 1,166,729 180,040 76,258 39.9% 41.2% 40.6% 41.8% 42.4% - 79,846 82,087 84,948 82,034 82,657

※特定健診対象者は公益社団法人国民健康保険中央会資料から ※平成30年度受診率は速報値

市町村国民健康保険に係る特定健康診査の受診率と医療費の推移表

参考１

平成30年度 特定健診受診率 42.4％
平成29年度 国保医療費 約826億円（市町村負担分）
国民健康保険の被保険者は減少しているが医療費は高止まり
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38.5%

39.0%

39.5%

40.0%

40.5%

41.0%

41.5%

42.0%

42.5%

平成26年度

受診率 平成27年度

受診率 平成28年度

受診率 平成29年度

受診率 平成30年度

受診率

参考２

大分県の国民健康保険被保険者の特定健診受診率の推移

行政と連携した、特定健
診の啓発活動の効果によ
り、受診率は年々上昇し
ている。

42.4％



登録No.001

県が推進する健康寿命日本一の取組みへの支援②

県民への健康啓発活動 従業員への健康啓発活動

県から
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県が推進する健康寿命日本一の取組みへの支援③
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県が推進する健康寿命日本一の取組みへの支援④

（一定の健康診査を受診した方が契約可能な健康定期）

地方公共団体との共同開発（大分市、別府市等）１６商品
共済組合（公務員対象）３商品
国保組合等 ４商品 （計２３商品）

地域（組織）の課題
にあわせて商品をカ
スタマイズ。

受診者へ健康のお祝
い金利を提供。

特徴１

特徴２

特徴３

市町村等と協力して受
診率の向上を目指し、
医療費（市町村等負
担）の削減による安定
的な財政基盤と県民の
税負担の軽減を支援。
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人数 金額（百万円）

R1

H30

H29

H28

H27

県が推進する健康寿命日本一の取組みへの支援⑤

＜年度毎実績＞

（１）平成27年度

1,130人/1,610百万円

（４商品）

（２）平成28年度

4,592人/6,641百万円

（１６商品）

（３）平成29年度

6,061人/9,966百万円

（２１商品）

（４）平成30年度

7,169人/11,951百万円

（２２商品）

（５）令和１年度

7,638人/13,079百万円

（２３商品）

（合計）

26,590人/43,247百万円

取組み状況のご紹介（健康定期）

1,130 1,610

26,590人

6,061

4,592

432億円

10,438

6,641

7,169

7,638
11,951

13,079
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健康寿命日本一おうえん融資ファンド
（ファンド設定50億）

県が推進する健康寿命日本一の取組みへの支援⑥

H29.8.25 大分県庁で、当時の
福祉保健部長 長谷尾 雅通氏に報告
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※健康寿命日本一おうえん融資ファンドの効果

①住 民 健診による予防医療・早期治療による健康の維持

および高度な健診・医療サービスの享受

（健康寿命延伸）

②健診機関 健康診査の精度向上を目的とした健診機器の

更新のための設備投資

③当組合 健康をテーマとした資金循環の仕組みを通じた地域

社会への貢献

④地方自治体 国民健康保険で負担する医療費の削減

すべての関係者がｗｉｎになり、資金循環により地域が活性化して行く仕組み

県が推進する健康寿命日本一の取組みへの支援⑦
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※健康寿命日本一おうえん融資ファンド具体的な事例
 (事例１) 地域医療の中核を担っている医療法人の認知症の早期診断が可能となるＭＲＩを

導入する計画について、当組合の健康寿命日本一への取組みについて賛同を得て、
当ファンドを利用する融資となった。
設備投資（ＭＲＩ導入）により認知症の早期診断が可能となり、地域の予防・治療
医療の強化が図れ、地域住民の健康寿命延伸に寄与する取組みとなった。

 (事例２) 地域の救急対応並びにへき地医療を担っている社会医療法人が、救急対応設備
整備及び運動機能回復・強化を図る設備を導入する計画について、当組合の健康
寿命日本一への取組みについて賛同を得て、当ファンドを利用する融資となった。
社会的貢献度の高い救急対応設備の充実と、高齢者の運動機能回復・強化は地域
医療の課題であったことから、地域医療の課題解決並びに地域住民の健康寿命延
伸に寄与する取組みとなった。

 (事例３) 夫婦で歯科医院を経営している医療法人が最新のＣＴとファイバースコープを
導入する計画について、当組合の健康寿命日本一への取組みについて賛同を得て、
当ファンドを利用する融資となった。
今回の設備投資によって、より高度な診断と、より精密な治療が行えるようにな
り、虫歯の早期発見と予防治療の精度が増し早期治療が可能となる。口内環境を
整えることは大切であり、地域住民の健康寿命延伸に寄与する取組みとなった。

県が推進する健康寿命日本一の取組みへの支援⑧
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国立大学法人大分大学との連携により

①大分県民の健康寿命延伸を目指す、②地方創生、③地域企業の育成、

④相互の人材育成 について協力することを約束

県が推進する健康寿命日本一の取組みへの支援⑨

大分県信用組合 理事長 吉野 一彦 国立大学法人大分大学 学長 北野 正剛 氏

H29.3.27 大分大学で調印式実施
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受動喫煙防止対策融資ファンド「まろっと健康」
（ファンド設定20億）

県が推進する健康寿命日本一の取組みへの支援⑩

H30.3.26 共同開発者の北野学長とともに
大分県信用組合本店で報道向けの発表会実施

ＮＨＫニュースをご覧ください
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※受動喫煙防止対策融資ファンド「まろっと健康」の効果

①住 民 非喫煙者にとって、快適なサービス享受地方自治体

②飲食店等 無煙環境創造によるサービス向上（おもてなし）と

非喫煙者の従業員への福利厚生の提供

改正健康増進法対応（本年４月１日施行）

③当組合 健康をテーマとした資金循環の仕組みを通じた地域

社会への貢献

④地方自治体 非喫煙者の住民の受動喫煙防止による健康寿命延伸

すべての関係者がｗｉｎになり、資金循環により地域が活性化して行く仕組み

県が推進する健康寿命日本一の取組みへの支援⑪
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国立大学法人大分大学や地方自治体と連携した

「健康セミナー」による住民への啓発活動

平成31年1月18日
国東市（テーマ：生活習慣病予防）

講師：大分大学医学部教授 猪股 雅史 氏

280名の住民が聴講
国東市長、大分県東部保健所長も参加

県が推進する健康寿命日本一の取組みへの支援⑫

猪股 雅史 教授

三河 明史 市長
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国立大学法人大分大学や地方自治体と連携した

「健康セミナー」による住民への啓発活動

令和2年1月24日
竹田市（テーマ：肺がん・受動喫煙防止）
講師：大分大学医学部教授 杉尾 賢二 氏

150名の住民が聴講
竹田市長、大分県豊肥保健所長も参加

健康セミナーは、県内各地で１９回実施し、約３，５００人を動員

県が推進する健康寿命日本一の取組みへの支援⑬

杉尾 賢二 教授

首藤 勝次 市長 28



一般社団法人大分県歯科医師会および

大分県歯科医師国民健康保険組合との連携

大分県福祉保健部長 長谷尾 雅通 氏

大分県歯科医師会 会長 長尾 博通 氏

大分県歯科医師国民健康保険組合 理事長 脇田 晴彦 氏

県が推進する健康寿命日本一の取組みへの支援⑭

H29.11.22 大分県信用組合本店で調印式実施

歯科医院数 512

会員数 623

29



公益社団法人大分県看護協会との連携

公益社団法人大分県看護協会 会長 竹中 愛子 氏

県が推進する健康寿命日本一の取組みへの支援⑮

H31.3.19 大分県信用組合本店で調印式実施

会員数 9,973
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一般社団法人大分県病院協会との連携

一般社団法人大分県病院協会 会長 川嶌 眞人 氏
（社会医療法人玄真堂 川嶌整形外科病院 理事長）

県が推進する健康寿命日本一の取組みへの支援⑯

R1.11.28 大分県病院協会で調印式実施

病院数 125

31



左上：警察共済組合（主に警察官）
大分県警本部長 松坂 規生 氏

Ｈ29.4.19 大分県信用組合本店にて

右上：公立学校共済組合（主に教員）
大分県教育長 工藤 利明 氏

Ｈ29.4.19 大分県信用組合本店にて

右下：地方職員共済組合（主に県職員）
大分県総務部長 尾野 賢治 氏

Ｈ29.10.17 大分県庁にて

県関係職員組織との連携（県民のために県関係職員が活躍する環境創造）

4,700名 18,000名

10,100名

※人数は対象職員およびその扶養者の合計

県が推進する健康寿命日本一の取組みへの支援⑰
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県が推進する健康寿命日本一の取組みへの支援⑱

33



りんごプロジェクト
（1日1個のりんごは医者を遠ざける）

社会福祉法人大分県社会福祉協議会 会長 草野 俊介 氏

災害復興への支援

R1.12.12 大分県信用組合本店で出発式実施

台風19号で被災した、長野・東北

地方から「りんご」を仕入れ、県
内の高齢者施設の入居者にお届け
An apple a day keeps the 
doctor away

ＮＨＫニュースをご覧ください

お届け施設数 151

お届け箱数 700

お届け数 10,000

34



子育て応援定期

 ６つの市で市役所と共同開発して発売

 １８歳以下の子どもは金利優遇

 目的：子どもの教育資金として準備

大分県が作成し
たステッカーを
該当店で貼付

県が推進する子育て満足度日本一への応援①

35



子育て応援定期積金「文殊の智恵」

 「三人寄れば文殊の知恵」の発祥と

言われる国東市文殊仙寺と共同開発。

 契約者全員に対して、同寺で毎年、

成長祈願を実施。

 希望者は同寺の成長祈願の護摩焚き

にご招待。

約12,000人の子どもた

ちに対して文殊仙寺で
祈願して、ご利益をお

届けした。

県が推進する子育て満足度日本一への応援②

36



契約者をご招待した「成長祈願」の様子
37



臼杵市“夢”応援教育ローン

 子どもの大学や専門学校進学時の教育

資金を市民に無利息で融資。

 金利は同市が全額負担。

 当組合からの提案により実現。

 予算確保のための市議会対応資料の

作成をお手伝い。

金利０％の画期的なローン

臼杵市と当組合の負担によ
り、子どもたちの夢を実現

県が推進する子育て満足度日本一への応援③

38



インターコンチネンタルホテルの別府市への誘致

大分県及び別府市と連携し、英国系高級ホテルのインターコンチネンタル

ホテルを別府市に誘致することができた。

ホテルの建設地は、別府湾を見渡せる抜群の眺望の地で、その価値を評価

した当組合が地権者やホテル関係者を説得し開発にこぎ着けたものである。

世界に展開するインターコンチネンタルホテルが九州に進出するのは初めて

で、２０１９年８月のオープン後、ラグビーワールドカップ関係者の宿泊に

利用されるなど別府の観光地としての地域価値向上と大分県の経済発展に

寄与している。

なお、オープン前に当組合の建物（研修センター）の一部をホテルの開設

準備室として貸し出すとともに、当組合の取引先を中心とした納入業者を

紹介するビジネスマッチングの場としていた。

観光振興への支援①
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平成30年11月28日大分合同新聞平成30年1月11日起工式（別府市内）

40



宇佐国東半島 観光・地域振興広域連携Project
（大分県経済の現状・課題）

①大分県の人口減少、特に宇佐国東半島地域の急激な過疎化による経済縮小

②大分県経済を牽引する重厚長大産業のライバル増加（新興国の工業化）

③アジア圏からの観光客は堅調だが、京都などと比べ欧米豪割合が少ない

※旅行支出は、アジア圏＜欧米豪（長期滞在傾向）といわれる

（大分県経済にとってのチャンス）

①政府の観光立国実現に向けた施策が進行

②宇佐国東地域に「六郷満山」と呼ばれる1300年の歴史ある寺院群が存在

③2019ラグビーワールドカップ開催決定、ＯＩＴＡの名が世界へ

※2002サッカーワールドカップ以降の初めての大きな国際大会

観光振興への支援②

大分県信用組合を中心としたスキームで、観光振興による新たな
ビジネスモデル（経済）を過疎地で興すことができないか？

インターコンチネンタルホテルに長期滞在する富裕層が満足する
コンテンツを提供することができないか？

ＴＯＳニュースをご覧ください
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宇佐国東半島 観光・地域振興広域連携Projectの実績の例

観光振興への支援③

当組合の仲介により、六郷満山を構成する３１カ寺で組織する「宇佐国東半
島を巡る会」と大分県出身者が社長を務め、109カ国語の多言語翻訳システ

ムを有する「Ｋｏｔｏｚｎａ（コトツナ）」社を仲介。文化庁の補助金
3,500万円を活用して、同地域の多言語化の整備を図った。

44



宇佐国東半島 観光・地域振興広域連携Projectの実績の例

観光振興への支援④

会員である日本航空（ＪＡＬ）社が、 Projectの一環として機内誌「スカイワード」にて国
東半島を紹介。2019年10月が国内線（月2,904千人搭乗）、翌11月が国際線（月760千人
搭乗）に備置。※搭乗数は2018年度、同社ＩＲ資料より年間有償旅客数÷12カ月で算出 45



宇佐国東半島 観光・地域振興広域連携Projectの実績の例

観光振興への支援⑥

立命館アジア太平洋大学（ＡＰＵ）との連携事業として、同大学の学生（半数が留学
生）による国東半島を題材としたフォトコンテストを実施。下３枚は入賞作品の一部。
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平成31年1月22日 宇佐国東半島 観光・地域振興広域連携Project組成

日本航空㈱（ＪＡＬ）との包括連携協定

47

会長 是永宇佐市長

来賓 二日市大分県副知事集合写真



令和元年11月6日第2回推進協議会

48

平成31年4月19日第1回推進協議会

GHS別府株式会社ＡＮＡ
インターコンチネンタル別府リゾート＆スパ

との包括連携協定と同社の参画

㈱日本旅行との包括連携協定
と同社の参画

副会長 三河国東市長 協議会の様子と多くの報道陣



宇佐国東半島観光おうえん

融資ファンド「輝き７」

（ファンド設定100億）

・宇佐国東半島地域のお客様のご預金

を原資とする。

・宇佐国東半島地域でインフラ整備

や観光振興に係るクリエイティブ

な事業に融資

・一部の自治体では利子補給制度あり

観光振興への支援⑦
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イメージＣＭ「大分の宝もの」シリーズ
 「ふるさと」のメロディに乗せて、県内の特定の地域をピックアップし、

観光名所や名産品を紹介。地域の魅力を長年発信。

 当該市町村の支店で勤務する職員が出演し、親しみやすさをＰＲ

 平成6年から放映し、現在３４作目となる宇佐・国東半島編を放映中。

Ｈ28 杵築市
Ｈ29 姫島村
Ｈ30 津久見市
Ｒ元 宇佐・国東半島

地域密着の広報活動の事例

50



九州ナノテック光学株式会社
 創業時は、資金も担保も不足

 ただし・・・他に類を見ない高い技術力（機能性フィルムシート）を保有

 現在は、その技術力（国際特許を取得）が認められて、国内だけではなく、
海外の大手製造メーカーからの受注が殺到

（例）トヨタ自動車、パナソニック、フォルクスワーゲン、ボーイング他

担保・保証に依存しない、事業性を評価した信用組合ならではの取組み。

当組合が事業性
を評価

左が通電（使用中） 右が非通電

牛丼チェーン吉野家ＨＤ 社長室

中小企業支援の事例（日出町との包括連携に基づく支援事業）

51



ＪＧＡＰ 「工程管理に基づく品質保証」の考え方を農業現場に導入し、食品

事故などの問題を農場が未然に防ぐ農業生産工程管理の手法。食

品等事業者自らが食中毒菌汚染や異物混入等の危害要因（ハザー

ド）を把握するＨＡＣＣＰとあわせて農業支援と食の安全安心を

支援する。

人材育成の事例

臼杵市にあるＪＧＡＰ認証農場

安心、安全の食の提供は
観光振興に欠かせない要
素。当組合職員のＪＧＡ
Ｐ指導員15人が専門的な

知見を活かしてお取引先
の農場の支援を行ってい
る。
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中小企業経営者、従業員および当組合職員の育成
 平成24年3月から、年10回程度開催

 原則として参加料は無料

 講師は、大学教授、行政・公的団体職員

 経営者や士業 等

※例：大分大学経済学部 松隈久昭教授

平成29年7月15日講師担当

（演題）宿泊業のサービスマーケティングを考える

けんしん大学（企業内大学）の取組み①

地域密着型金融の実践

従業員満足度の向上
次世代リーダーの輩出

顧客価値の創造
地域イノベーションの創出

専門家等との連携強化

企業ブランドの構築

学習する組織文化の醸成

※価値共創とは、顧客価値の創造又は地域イノベーションの創
出を目的に、企業と顧客と職員と専門家等とが相互に情報共有
し、共に価値を創り出す関係性を構築し維持すること。
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けんしん大学（企業内大学）の取組み②

平成24年3月12日けんしん大学開校式
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けんしん大学（企業内大学）の取組み③
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けんしん大学（企業内大学）の取組み④
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 「けんしん」は、「困ったときは助け合う。力を合わせて夢をかなえ
る。」という相互扶助の理念に基づく地域密着型金融機関です。

 「けんしん」は、大分県内の中小零細事業者や住民、勤労者を組合員
とします。

 「けんしん」は、組合員一人ひとりが資金を出し合い、必要なときに
融資を受けられることを使命とし、組合員の利益を第一に考えること
が活動の基本です。

 「けんしん」は、もっとも身近な頼れる相談相手として、事業者や生
活者（大分県民113万人）の悩みを一緒に考え、行政など専門機関の
力を借りながら問題の解決に向けて努力します。

当組合ＣＭをご覧ください
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大分県の地方創生の実現に向けて
役職員一同が頑張っています



大分県の発展に向けて力を合わせましょう。

国立大学法人大分大学様の益々のご発展と学生の皆様
のご活躍を心より祈念申し上げます。

大分県信用組合 理事長 吉野一彦
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